様式第１６号（要綱第１６条第１項関係）　　　　 ［既存住宅が要綱第２条第１項第３号イの場合］
令和　　　年　　　月　　　日
北九州市長　様
申請者　（〒　　　－　　　　）
住所　　　　　　　　  　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　  　　　　　　　　　　　
電話番号　　　　  　　　　　　　　　　　　
北九州市居住誘導促進事業完了実績報告書
令和　　年　　月　　日付け北九州市指令都戦計都第　　　　　号で補助金の交付決定通知がありました北九州市居住誘導促進事業補助金について、補助対象事業が完了したので、北九州市居住誘導促進事業補助金交付要綱第１６条第１項の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて報告します。 
記
１　補助対象事業
　　北九州市居住誘導促進事業（住居移転事業・代替住宅建設等事業・既存住宅除却及び整地事業）
２　既存住宅の所在地：北九州市　　　区　　　　　　　　　　　　　（地名地番：　　　　　　）
３　代替住宅の所在地：北九州市　　　区　　　　　　　　　　　　　（地名地番：　　　　　　）
４　補助対象事業の実施期間　令和　　年　　　月　　　日　～　令和　　年　　　月　　　日　　　
	既存住宅除却期間
	令和　　年　　　月　　　日　～　令和　　年　　　月　　　日

	代替住宅建設期間
	令和　　年　　　月　　　日　～　令和　　年　　　月　　　日

	代替住宅購入日
	令和　　年　　　月　　　日

	土地購入日
	令和　　年　　　月　　　日

	融資に係る契約の締結日
	令和　　年　　　月　　　日


５　振込先　
	
	申請者振込先
	受任者名：

	補助額
	円　
	円　

	振込先金融機関名
	金融機関名
	銀行
金庫
組合
	本　店
支　店
支　所
出張所
	銀行
金庫
組合
	本　店
支　店
支　所
出張所

	
	預金の種類
	普通・当座・貯蓄（該当を〇で囲む）
	普通・当座・貯蓄（該当を〇で囲む）

	
	口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	フリガナ
	
	

	
	口座名義人
	
	


６　補助金の交付決定額及び補助額
　　　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　　　 金　　　　　　　　　　　　　　円
＜住居移転事業・既存住宅除却及び整地事業＞     
          ※消費税及び地方消費税相当額を除いた額を記入すること。
	動産移転費（業者に支払った額）
	　①　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	既存住宅除却費・跡地整備費
	②　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	補助限度額
	　③　　　　　　　　　　　　　９７５，０００円

	補助額
（ ①＋②×1/2,③の内,低い額 )
	　④　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
(１,０００円未満捨て）


＜代替住宅建設等事業＞
	内訳
	代替住宅の建設
又は購入に係る経費
	土地の取得

又は造成に係る経費
	合計

	事業費（業者に支払った額）
	円
	円
	円

	借入金額
	円
	円
	円

	返済年数
	年
	年
	―

	利率
	％
	％
	―

	利子額
	⑤　　　　　　　　　円
	⑦  　　　　　　　 　円
	⑨ 　　　　　　　 　円

	補助限度額
	⑥　３,２５０,０００円
	⑧     ９６０，０００円
	⑩  ４，２１０，０００円

	補助額
(　[⑤,⑥の内,低い額]＋[⑦,⑧の内,低い額]　 )
	⑪  　　　　　　　　 円
　　(１,０００円未満捨て）


＜補助額（合計）＞
	補助額　合計
(　④＋⑪ )
	円


７　添付書類
(1)　補助金交付決定通知書又は補助金交付変更通知書の写し
(2)  移転者の移転完了後の住民票の写し
(3)  既存住宅除却及び整地事業完了後の移転元地の写真
(4)  住居移転事業に係る契約書の写し（住居移転事業を行う場合に限る。次号において同じ。）
(5)  住居移転事業に係る領収書等の写し
(6)  代替住宅建設等事業に係る契約書等の写し（代替住宅建設等事業を行う場合に限る。次号から
第１０号までにおいて同じ。）
(7)  代替住宅建設等事業に係る領収書等の写し
(8)  代替住宅建設等事業に係る金融機関等からの借入れに係る契約書等の写し（借入額、返済
年数、利率、支払総額及び利子相当額が建物及び土地の費目ごとに確認できるものに限る。）
(9)  建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７条第５項の検査済証の写しその他これと同等と
認められる書類
(10) 代替住宅建設等事業完了後の代替住宅の写真
(11) 既存住宅除却及び整地事業に係る契約書等の写し（既存住宅除却及び整地事業を行う場合限る。
次号において同じ。）
(12) 既存住宅除却及び整地事業に係る領収書等の写し
(13) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
